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要旨 

我が国においても精神障害をもつ人への地域生活支援が定着しつつある中、就労支援に関するニ

ーズが大きくなっている。 

海外においては地域ベースの支援として援助付き雇用（Supported Employment: SE）とよばれ

る技法が発展している。SE は複数の RCT デザインによる効果検討研究によって精神障害者の就

労向上などについて効果が示唆されており、精神障害者の支援として推薦すべき心理社会的治療の

うちの１つに挙げられている。加えて近年では SE の効果をより高めるリハビリテーション技法と

して Cognitive Remediation（CR）が注目されており、McGurk, et al.（2005、2007）は SE と

CR の組み合わせによる支援が神経心理検査等の臨床関連指標だけでなく就労関連指標（就労数、

就労時間、総賃金、1 月あたりの時間、1 月あたりの賃金）にも効果があったことを示唆している。 

我が国においても McGurk, et al.（2005）を参考に H21～23 年厚労科研池淵班で SE と CR の

組み合わせによる支援の効果検討が実施され、SE に CR を付加することで SE のみを実施するよ

り臨床関連指標と就労関連指標の双方に良い影響がみられることが示唆された。 

このように援助付き雇用は国内外で良好なアウトカムを示しており、今後国内での普及が望まれ

る。そのためには国内の社会システムに合った援助付き雇用のモデルを開発し、その有効性を明ら

かにすることが必要である。 

そこで本研究では、①国内の多くの地域で実施可能な「日本版援助付き雇用モデル」を開発する 

と、② ①で開発された「日本版援助付き雇用モデル」を普及させるため、その有用性についてエ

ビデンス示すこと、の 2 点を目的とした。 

本稿では上記のうち①の効果検討について結果を報告した。 

まず対象者であるが、6 サイト合計 111 名から文書による同意が得られ、無作為割付によって認知

機能リハビリテーションと援助付き雇用の組み合わせによる就労支援を受ける群（CR+SE 群）と

仲介型就労支援のみをうける群（仲介型群）の 2 群に振り分けられた。その後両群で研究対象外の

ものや同意撤回者が生じ、分析対象者は CR+SE 群 47 名、仲介型群 47 名、合計 94 名となった。

この 2 群においてベースライン時の患者属性や臨床的評価には GAF 得点を除いて有意差はなく、

割付は概ね成功したものと思われた。 
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臨床関連指標について各評価測度の得点についてベースライン時、4 ヶ月時、12 ヶ月時の推移

を群別に検討するため群と時期を独立変数、各評価測度得点を従属変数とし、GAF 得点について

はは繰り返しのある二元配置分散分析、その他の変数はベースライン時に両群間で有意差がみられ

た GAF 得点を共変量として投入する繰り返しのある二元配置共分散分析を実施した。この結果、

GAF 得点、BACS の言語性記憶、作業記憶、文字流暢性、符号課題および総合得点について交互

作用に有意差がみられた（GAF 得点：F=6.569，p<.01，言語性記憶：F=4.674，p<.05，作業記憶：

F=3.971，p<.05，文字流暢性：F=6.240，p<.01，符号課題：F=6.771，p<.01，Composite Score：

F=6.753，p<.01）。これらの変数について単純主効果の検討を行った結果、群ごとにみると CR+SE

群では認知機能リハビリテーション（CR）を受けた前後であるベースライン時と 4 ヶ月後で仲介

型群と比べて有意に得点が改善しており、12 ヶ月後でもその改善が維持されているかさらに得点

が改善していた。また時点ごとの比較ではまず GAF 得点についてはベースライン時と 4 ヶ月時で

仲介型群が CR+SE 群と比べて有意に得点が高かったが、12 ヶ月後時点では CR+SE 群の得点の

上昇によって両群の有意差がなくなった。次に BACS の各下位領域の得点については 4 ヶ月後時

点では言語性記憶、作業記憶、符号課題および総合得点で、また 12 ヶ月後点では BACS の言語性

記憶、作業記憶、文字流暢性、符号課題および総合得点で CR+SE 群は仲介型群と比べて有意に得

点が高かった。以上のことから、CR+SE 群は CR によって認知機能の多くの下位領域と全般的な

認知機能が改善し、なおかつ CR が終了後もその改善が維持されていたことが示唆された。認知機

能の改善によって対象者の生活に良い変化がもたらされ、これが全般的機能の評価である GAF 得

点の上昇につながったと考えられる。精神症状については両群とも 3 時点で大きな変化はなく、

CRや就労支援の精神症状に対する影響は見られなかったがこれは先行研究の知見とも一致する結

果であった。 

さらに群間の就労関連指標には大きな差が見られた。就労率について CR+SE 群は仲介型群と比

べて有意に多い対象者が就労して、全体の 63.8％が就労していた。CR+SE 群は研究開始から 3～

4 ヶ月間は CR と就労準備活動のみを行い、地域における求職活動はしないことがプロトコルで定

められていたことから、実質的には 8～9 ヶ月間の間に上記の就労率を達成したことになる。加え

て、就労したものの就労回数、雇用契約を結んでいた期間である合計就労期間、実際に働いた日数

である合計就労日数のいずれも CR+SE 群は仲介型群と比べて多く、また長かった。さらに両群の

就労したものについて離職回数を検討すると、両群間に有意差はなかった。これらのことから、本

研究で実施された認知機能リハビリテーションと援助付き雇用の組み合わせによる就労支援は重

い精神障害をもつ人の就労とその維持に対して効果的であることが示唆された。 

最後に本研究を遂行する過程で6つの研究協力機関はその支援体制から3つの支援タイプに分類

することが可能であった。このため副次的に支援タイプ別にも就労関連指標について整理した結

果、CR+SE 群の就労率がもっともよかった支援タイプは、「就労支援機関に生活支援員を配置」

する支援タイプである国府台・仙台サイトであり（就労率 100％）であり、次いで就労率がよかっ

たのは「医療機関に就労支援員を配置」する支援タイプの小平・ひだサイトであった（就労率 50％）。

これらのことから、1 つの機関内に就労支援専門員と生活支援員の両方が所属することは重い精神

障害をもつ人の就労支援を実施する際に重要であると考えられた。 

今後は平成 30 年 4 月には精神障害者の雇用義務化等の制度変更にむけて、研究班による活動か

ら得られた知見をまとめ、全国に普及可能な「『日本版援助付き雇用モデル』のガイドライン」を

作成し、認知機能リハビリテーションや援助付き雇用の普及を行っていく予定である。 
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Ａ．研究の背景 

我が国においても精神障害をもつ人への地

域生活支援が少しずつ定着しつつある中、支

援の内容も単に「医療機関から退院して地域

で暮らす」ための支援から、より多様な支援

が求められるようになっている。この中でも

ひときわ大きなニーズと考えられるのが就労

に関連する支援である。 

平成 18 年に実施された「身体障害者、知的

障害者及び精神障害者就業実態調査」1)によれ

ば、精神障害をもつ人の就業率は 17.3％に過

ぎず、身体障害者の 43.0％、知的障害者の

52.6%と比べて低い割合にとどまっている。

また、就業していないもののうち 62.3%が就

業を希望しているが、実際に求職活動を行っ

ているのはその半数程度（50.7%）となって

おり、多くの精神障害者が働くことを希望し

ているにもかかわらず、実際には就職するこ

とに加え、そのための支援を受けることすら

ままならない実態が明らかとなっている。 

1970 年代に脱施設化を終え、精神障害者の

地域生活支援があたりまえのこととなってい

る欧米においては、就労支援のための多様な

プログラムや支援技法が開発されている 2)。 

中でも個別性を重視した職場開拓、素早い求

職活動、就労の維持に対する支援の実施、就

労支援と精神保健サービスの統合などをキー

エレメントとした援助付き雇用（Supported 

Employment: SE）とよばれる技法は複数の

RCT デザインによる効果検討研究によって

精神障害者の就労率や就労期間、賃金などに

ついてその効果が示唆されており、精神障害

者の支援として推薦すべき心理社会的治療の

うちの 1 つに挙げられている 3,4) 。 

さらに近年、援助付き雇用の効果をより促

進させるための試みとして、他の支援技法と

の組み合わせに関する効果検討も実施されて

いる 5)。その一つが Cognitive Remediation

（CR）との組み合わせによる支援である 4) 。 

Cognitive Remediation とは永続性や般化

をゴールとして認知過程の改善を目的とした

行動的トレーニングに基づく介入法であり 6) 

SEに付加することによってSEのみで実施す

るよりも就労関連指標に効果があることを示

唆されている。例えば McGurk, et al.（2005）

は Thinking Skills for Work Program と称す

る就労支援プログラムを開発し、この中で CR

と SE を組み合わせによる支援を実施し、そ

の効果を検討している。この結果、SE に CR

を付加して実施群（CR+SE 群）は SE のみで

支援した群（SE 群）と比べて、研究開始から

3 ヶ月後の遂行機能、言語性記憶、全般的認

知機能といった神経心理検査や精神症状が有

意に改善したことに加え、研究開始から 1 年

後の就労関連指標（就労数、就労時間、総賃

金、1 月あたりの時間、1 月あたりの賃金）も

有意に高かったことを報告している。また研

究開始後 2～3 年の追跡調査でも同様の傾向

がみられたことも報告している 8)。 

こうした知見を踏まえ、我が国においては

平成 21 年から平成 23 年にかけて厚生労働科

学研究費補助金（障害者対策総合研究精神分

野）精神障害者の認知機能障害を向上させる

ための「認知リハビリテーション」に用いる

コンピュータソフト[Cogpack]の開発とこれ

を用いた「認知機能リハビリテーション」効

果検討に関する研究（研究代表者：池淵恵美，

以下厚労科研池淵班）が実施された。この研

究では、全国 11 の多施設共同研究が参加し、

McGurk, et al.(2005)とほぼ同様の研究プロ

トコルによる効果検討が実施された。この結

果、認知機能リハビリテーションの前後比較

では、CR+SE 群にのみ言語性記憶、作業記憶、

処理速度や全般的な認知機能に有意または有

意傾向の改善がみられた。また就労支援開始

から 1 年間の就労率は CR+SE 群は 40％、SE

群では 29％、また同期間の平均就労日数は

CR+SE 群は 67.81±104.21 日、SE 群では

44.02±91.79 日と統計的な有意差を見いだす

にはいたらなかったものの CR+SE 群は SE

群に比べて良好な成績を収めた 9) 。 

以上のように国内外の先行研究において、

援助付き雇用や認知機能リハビリテーション

の有用性が示されており、冒頭で述べたよう



- 100 - 
 

な精神障害をもつ人の「働きたい」というニ

ーズの顕在化や増大に応えるためにも、こう

した技術の普及が国内における喫緊の課題と

言える。そのためには我が国の社会システム

にあった援助付き雇用モデルの開発が必要で

ある。 

精神障害をもつ人への就労支援を考えると

き、そこに関わる制度や支援は精神保健の枠

組みにとどまらず、労働や産業の領域との連

携が求められる。 

例えば、厚労科研池淵班の研究参加施設に

は東京大学医学部附属病院デイホスピタルや

帝京大学医学部附属病院精神科デイケアなど

ハローワークや就労・生活支援センターなど

労働領域の専門機関とも連携し、長年精神障

害をもつ人への就労支援に取り組み、成果を

挙げてきた機関が含まれていた。これらの機

関で実施されてきた就労支援と海外における

援助付き雇用の取り組みはその理念や支援技

法など多くの共通点があった。一方、障害者

差別禁止法によって障害をもつ人に特化した

雇用制度を持たない米国に対して我が国では

障害者雇用制度の活用と前提に支援制度が構

築されている。このため我が国で援助付き雇

用モデルを開発し、これを普及させるために

はシステムの違いに対応するための改訂が必

要と考えられた。 

また、上記の改訂版援助付き雇用モデル（本

研究班では「日本版援助付き雇用モデル」と

呼称する）の普及を目指す場合、これと従来

我が国の医療機関やハローワーク、就労支援

機関の多くで実施されてきたいわゆる仲介型

（ブローカー型）とを比較して就労率などの

アウトカムに良好な結果が得られるか検討す

る必要がある。宇津木（2010）は「現在の日

本の就労支援は、『train then place（訓練し

てから就労）』というのが一般的であり、職業

リハビリテーションは従来通りの就職前の相

談・評価・準備訓練・就職斡旋などに重点が

置かれ、フォローアップなど就職後の援助は

短期間に限定されている」と指摘し、援助付

き雇用の一形態である Individual Placement 

and Support:（IPS）を我が国に導入するた

めの課題について整理している。そこでは

train then place」から「place then train」

への体制転換や最低賃金の保証された労働契

約と多様な就労形態の必要性など、現状と比

べて大幅な支援理念や支援制度の転換を伴う

と思われる提案がなされており、こうした大

幅なシステムチェンジを行おうとする際には、

我が国におけるエビデンスが求められると思

われる。 

そこで本研究では、 

①海外における援助付き雇用や国内で行わ

れてきて優れた就労支援を踏まえ、国内

の多くの地域で実施可能な「日本版援助

付き雇用モデル」を提示すること 

② ①で開発された「日本版援助付き雇用モ

デル」を普及させるため、その有用性に

ついてエビデンス示すこと 

の 2 点を目的とすることとした。 

本稿では、上記研究の中でも②の比較研究

に関する結果を詳述する（①に関する取り組

みについては本報告書とは別にガイドライン

の作成を予定している）。なお、上記②に照ら

すと、A：新たに開発する「日本版援助付き

雇用モデル」による就労支援と B：従来行わ

れている仲介型就労支援、というように就労

支援技法に絞った比較を行うことが定石であ

ろうと思われる。しかし、先述したように援

助付き雇用は認知機能リハビリテーションと

組み合わせて行うことによって、よりその効

果が高まることが示唆されている。また近年、

海外における心理社会的支援技法を取り上げ

た臨床研究では、個別の支援技法を別々に検

討することだけでなく、すでにエビデンスの

示されている複数のプログラムが含まれる包

括的な支援と従来実施されている支援を比較

することによって、Real‐Life Setting にお

ける実現可能性などを検討する流れも見られ

る。 

本研究班は厚生労働科学研究費補助金 難

病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事

業（精神疾患関係研究分野）によるものであ
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り、学術的な貢献に加えて、実際の臨床活動

に資する実現可能・普及可能なシステムや技

術の開発が要請されている。 

これらの状況を鑑み、本研究では個別の支

援技法の有効性を追求するのではなく、認知

機能リハビリテーションと「日本版援助付き

雇用モデル」による就労支援を包括的な１つ

の支援技法ととらえ、これと従来行われてい

る仲介型就労支援との比較、という枠組みの

研究計画となっている点を申し述べる。 

以下、本報告書の他の分担研究者によって

報告される認知機能リハと援助付き雇用の組

み合わせによる就労支援研究は、本プロトコ

ルにのっとったものである。また、本研究は

研究班内では通称「B 班」と呼称されている。

他の報告書中でそのように呼称される場合、

本研究を指しているので留意されたい。 

なお、以下の研究プロトコルに関しては、

国立精神・神経医療研究センターにおける倫

理委員会で承認を受けている。 

 

Ｂ．方法 

1) 協力機関 

多職種アウトリーチチーム研究同様に、国

立精神・神経医療研究センター病院、国立国

際医療研究センター 国府台病院、東北福祉大

学せんだんホスピタル、帝京大学医学部附属

病院の 4 つが、核となる研究サイト（コアサ

イト）として参加した。加えて、ひだクリニ

ック（千葉県流山市）および長岡病院（京都

府長岡京市）が本研究のみの研究協力機関と

して参加した。 

 

2) 対象者の選定方法 

(1)対象者 

①選択基準 

・研究協力施設に外来通院中であること 

・主診断が統合失調症、双極性障害、大う

つ病であること 

・年齢が 20～45 歳であること 

・研究開始時に就労を希望しているもの 

・一定の認知機能障害が認められるもの

（BACS-J でスクリーニング、詳細は後

述）  

②除外条件 

・主診断が知的障害、発達障害、人格障害、

てんかん性障害、認知症、てんかん性障

害以外の脳器質性疾患、薬物依存、 アル

コール依存、であるもの （主診断が統合

失調症、双極性障害、大うつ病でこれら

の疾患を合併している場合の研究参加は

妨げない）。  

・文書による同意が得られないか、同意に

問題のある者 

(2)エントリーの時期 

平成 23 年 10 月～平成 23 年 12 月までにか

けて、各研究サイトの外来部門にて対象者の

募集をかけた。募集は外来待合室におけるポ

スター掲示、リーフレット配布、外来主治医

への対象者の推薦依頼などによって行った。 

(3)エントリーの流れ 

 研究説明本研究は各研究サイト内の対象者

を無作為割り付けにて介入群、対照群に振り

分ける RCT デザインを採用した。 

 対象者のエントリーおよび割り付けの流れ

は以下である。 

①研究対象者の募集に応じた研究対象者候

補者に対して個別もしくは集団にて研究

の説明を実施し、その後研究に参加の意

思を示したものから文書による同意を得

た。 

②同意を得た者に統合失調症をもつ人のた

め の 神 経 心 理 検 査 で あ る Brief 

Assessment of Cognition in 

Schizophrenia日本語版（以下BACS-J）

の下位検査である符号課題と流暢性課題

を用いてスクリーニングを実施した。ス

クリーニングのカットオフポイントはそ

れぞれ健常群の平均値から-0.5SD 以下

に設定した。 

③同意が得られ、なおかつスクリーニング

を通過したもの（一定の認知機能障害が

認められるもの）を性別、年齢、スクリ

ーニング課題（BACS-J の符号課題およ
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び流暢性課題）で層別化した上で乱数に

よる無作為割り付けを実施し、介入群お

よび対照群に割り付けた。 

 

3) 介入方法 

(1) 介入群（=認知機能リハおよび援助付き雇

用モデルによる就労支援に参加する群）  

①「Cogpack」日本語版を用いた認知機能

リハビリテーション   

厚労科研池淵班において開発された認知

機能リハビリテーション専用ソフト

「Cogpack」日本語版を使い、McGurk, et 

al.（2005,2007）で実施された「Thinking 

Skills for Work Program」を参考に下記の

認知機能リハビリテーションを実施 7,8)。 

・1 回 45～60 分、週 2 回、全 24 回実施。

概ね 3 ヶ月（12 週間）で終了する。  

・最初の 6 セッションで①注意、②集中、

③作業速度、④学習、⑤記憶、⑥遂行機

能の 6 領域を網羅する。  

・その後は対象者の嗜好や支援者の判断で

必要と考えられる領域を優先しながら、

繰り返しこれらの領域のトレーニングを

行う。  

・コンピュータトレーニングと実際の就労

場面もしくは生活場面の橋渡しを行い、

対象者の就労への希望やモチベーション

をすくいあげるグループ（言語グループ）

をコンピュータトレーニングと並行して

週 1 回 60 分程度実施する。  

②就労準備活動 

履歴書の書き方や面接の練習など、求職

活動をはじめる上でのごく一般的な準備

を集団または個別で実施。介入内容を統

一する意味で上記の活動を最低 4 回は実

施することしたが、後述のとおり、各研

究サイトによって実施する期間が異なっ

ていることから、この 4 回の実施間隔に

ついてはそれぞれのサイトの事情で設定

可、とした。 

③日本版個別援助付き雇用モデルによる就

労支援  

【本研究班で実施する日本版個別援助付き雇

用モデルのミニマム・リクワイアメント】 

・Place then Train モデルであること  

→機関内での準備活動は必要最低限におさえ、

できるだけ早く実際の仕事の場での体験や

トレーニングを提供する  

・ケアマネジメント（=個別性を重視した支援）

を提供していること  

→利用者のニーズや希望にもとづき、ストレ

ングスを重視したアセスメントやケアプラ

ン作成を実施  

→地域生活支援・就労支援に軸においた薬物

調整や疾病コントロール（=地域における医

療）が相談可能な体制であること  

・生活支援を担当する CM と就労支援担当者

（ES）との間に密接な情報交換があること  

※所属機関の異同や定期的なミーティングの

有無、頻度は問わない  

・最低限、就労支援担当者がアウトリーチサ

ービス（企業訪問、同行支援、ジョブコー

チなど就労維持のための支援）を実施する

こと  

※CM もアウトリーチできればより良いが必

須とはしない。 

【本研究班で実施する日本版個別援助付き雇

用モデルで必ず実施すべきサポートおよびア

クション】 

・認知機能リハビリテーションと就労準備活

動が終了後は地域における仕事探しを開始

する（対象者の就労へのモチベーションを尊

重し、就労準備をだらだらと続けることはし

ない）。 

※今回の介入では認知機能リハと就労準備活

動の前後で神経心理検査など臨床関連指標

の評価を行うことになっており、ここに求

職活動の影響を及ぼさないため、認知機能

リハおよび就労準備活動と求職活動は同時

に行わない、というプロトコルとなってい

る。これはあくまで研究プロトコル上設定

した条件である。研究班としては、臨床的

には認知機能リハおよび就労準備活動と求

職活動を同時に実施することは可能であり、
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ケースによってはそのほうが望ましいこと

も多々あると認識していることを強調して

おく。 

・仕事探しは、ケアマネージャと就労支援の

専門家がチームを組んで支援を行う。ケア

マネージャは少なくとも１週間に１回は面

接や電話による相談を行う。 

・仕事探し中は、実際の仕事探し活動（ハロ

ーワークにいく、求人雑誌やチラシを見る、

企業見学に行く、実習に参加する、合同面

接会にいく、等）を少なくとも 2 週間に 1

回は実施できるようにケアマネージャもし

くは就労支援の専門家が援助する。必要に

応じて地域への同行（アウトリーチ）を積

極的に実施する。 

・仕事探し中には、少なくとも 2 週間に 1 回

は同時期に求職活動に対象者が集まって、

近況報告や仕事に関する相談が行えるよう

なグループを実施する（就労グループ）。 

・仕事の維持期は、仕事開始当初は週 1 回以

上、慣れてきてからも少なくとも 2 週間に

1 回以上はケアマネージャとの面接や電話

での相談を行うことを少なくとも 6 ヶ月続

ける。  

・仕事の維持期には就労グループへの参加を

1 ヶ月に 1 回行うことを奨励する。 

・必要があれば、転職について相談に乗る。 

以上のプロトコルについてまとめたものを表

1 に示す。 

(2) 対照群（=ブローカー型による就労支援に

参加する群） 

研究協力施設である医療機関内に就労支援

担当者を 1 名配置し、この担当者がいわゆる

ブローカー型の就労支援を実施。面接は月に

1 回定期的に実施し、その時々に対象者のニ

ーズに合わせて最善と思われる機関にリファ

ーを行う。ブローカー型支援の結果、リファ

ー先の地域の就労支援機関においてケアマネ

ジメントが実施されるケースも当然想定され

るが、これは妨げない  

→月 1 回の定期的な面接が保証されている点

などから対照群であったとしても従来の就労

支援より良質の支援が実施されることになる

が、倫理的な配慮から上記のようなプロトコ

ルとなった。 

 

4) 調査測度 

使用する尺度や評価は下記の通りである。 

(1) 症状・機能評価 

 利用者の症状・社会機能評価を測定するも

のとして以下の尺度を用いた（特に記述のな

いものはベースライン時および約 4 ヶ月後に

評価）。 

①病前の知的機能：JART（Japanese Adult 

Reading Test）※ベースラインのみ 10)  

② 精 神 症 状 ： PANSS 11) (Positive ＆ 

Negative Syndrome Scale)（統合失調症

の方）もしくは HAM-D12)（うつもしく

は双極性障害の方） 

③機能の全体的評定：GAF13)（Global 

Assessment of Functioning Scale） 

④社会生活能力：LASMI（精神障害者社会

生活評価尺度）14) 

⑤認知機能：BACS-J（Brief Assessment of 

Cognition in Schizophrenia Japanese 

Version）15) 

⑥作業能力：ワークサンプル幕張版「数値

チェック」「ナプキン折り」16) 

(2) 利用者に対する自記式調査 

利用者の主観的 QOL や就労に対する動機

付けについて把握するため以下の尺度を用い

た（ベースライン時・ベースラインから約 4

ヶ月後・同 1 年後、介入群のみ同 1 年 4 ヶ月

後に評価）。 

①生活時間の構成（国民生活基礎調査をも

とに質問紙を構成した） 

②就労に対する動機付け尺度 17) 

(3) カルテによるアウトカム調査 

以下の指標についてカルテに基づき情報を

収集することとした。 

①ベースライン時に情報収集 

性別・年齢・教育年数・生活形態・日中

の居場所・ICD による診断名・初発年月・

初診年月・過去 6 ヶ月、12 ヶ月の職歴の
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有無と有の場合の雇用形態 

 ②ベースライン時、ベースラインから約 4

ヶ月後、同 1 年後に情報収集 

（すべて当該調査時点の）入院月数・デ

イケア利用歴と月数・薬物療法の内容等 

(4) 医療経済的評価 

 医療経済的な評価を行うため、A 班と同様

に以下の 3 種類を用いてデータを収集する。 

①レセプト調査 

②サービスコード：利用者に対して提供し

たサービスの内容や量・人的コストを把

握するため、サービスコードを用いて利

用者およびその関係者への支援内容を記

録する。なお、サービスコード票には以

下の情報が含まれる：サービスを提供し

た日時、サービス提供時間・場所、移動

時間、サービスを提供したスタッフの職

種、サービス内容、診療報酬/障害者自立

支援法上報酬位置づけ、スタッフの自己

負担。 

③CSRI-J：利用者が使用している福祉サー

ビスや所得保障制度など、レセプトから

では収集できないコストに関するデータ

を測定する調査ツール 18,19)。A 班と異な

り、介入群・対照群ともに 1 ヶ月ごとに

評価、就労の有無や期間、仕事の内容な

ど就労関連指標はこの調査票をもって情

報収集を行う。（（4）については山口によ

る別稿にて報告）。 

本項で述べた調査測度（=臨床関連指標、就労

関連指標、および医療経済関連指標）の評価

スケジュールについて図 1 に示す。 

以上の調査表の詳細は別添を参照のこと。 

 

5) 研究デザインと分析方法 

 本研究では Randomized Controlled Trial

（RCT）デザインを採用している。研究の主

な目的は群間の比較であり、主に実施する分

析は群と時期を独立変数、各調査測度で得ら

れたデータを従属変数とする分散分析である。 

 加えて、本研究は 6 つの研究協力機関の多

施設共同研究であり、支援サイトごとの研究

体制を精査した結果、6 つのサイトが①医療

機関と就労支援機関が緊密な連携を実施、②

医療機関の中に就労支援専門員を配置、③就

労支援機関の中に生活支援員を配置の 3 つの

支援タイプに分類可能と思われた。このため

副次的なデータとしてサイトと各調査測度で

得られたデータのクロス集計を実施し、支援

タイプごとの就労関連指標についても精査を

行う。支援タイプと該当する研究協力機関を

表 1 に示す。 

 

Ｃ．結果 

Ⅰ．群別の検討 

1) 対象者のフロー 

 各サイトで説明会を実施し 6 サイトにおい

て合計 111 名から文書による同意が得られ、

無作為割付によって認知機能リハビリテーシ

ョンと援助付き雇用の組み合わせによる就労

支援を受ける群（CR+SE 群）57 名と仲介型

就労支援のみをうける群（仲介型群）54 名の

2 群に振り分けられた。その後 CR+SE 群で

研究対象外のもの 4 名、同意撤回者 6 名が、

また仲介型群では研究対象外のもの 3 名、同

意撤回者 4 名が生じ、それぞれのケースから

得られたデータは分析データから除外された

（研究対象外のものについてはベースライン

時データの一部を収集時に研究対象外である

ことが判明したため、この時点で除外、同意

撤回を表明したものについては同意撤回の意

思を表明した時点からベースライン時にさか

のぼりこの間に得られたデータをすべて除

外）。この結果ベースライン時点での分析対象

者は CR+SE 群 47 名、仲介型群 47 名、合計

94 名となった。 

また研究活動が進む間に CR+SE 群では転

居や外来受診の拒否等で研究で定める支援は

中断したものの対象者から同意撤回はなかっ

たため対象者の協力が必要ない一部の調査

（主にカルテ調査等）を続行したもの（以下、

サービス中断調査続行ケース）が 1 名、死亡

したもの 2 名が、また仲介型群ではサービス

中断調査続行ケースが 1 名生じた。これらの
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ケースについては、得られたデータはすべて

分析に含めた。しかしすべての時点でのデー

タがそろわない分析に含めることができない

反復測定による分析ではケースごと除外され

た。同様に一時的な症状悪化やその他の対象

者都合によって一部の評価を実施できなかっ

たケースについてはその部分が欠損値となる

ため反復測定による分析ではケースごと除外

された。対象者のフローについて図 2 に示す。 

 

2) 群間の等質性の検討 

(1) カルテ調査に基づく患者背景 

①性別および診断：群と性別および診断に

ついてそれぞれ 2（群）×2（男性・女性）

および 2（群）×3（統合失調症、うつ病

圏、双極性障害）の χ2 検定を実施した。

この結果、群間に有意差はなかった（表

1）。 

②年齢・罹病期間（年）・累積入院期間（月）：

群を独立変数、年齢・罹病期間（年）・累

積入院期間（月）の各変数を従属変数と

して、ｔ検定を実施した。この結果、群

間に有意差はなかった（表 1）。 

(2) 臨床的評価 

PANSS・GAF・LASMI・JART：群を独

立変数、PANSS（陽性症状、陰性症状、

総合精神病理評価）、GAF、LASMI（対

人関係領域、労働領域）、JART（全 IQ）、

過去 1 年間の就労日数、就労もしくは求

職活動に対する動機づけ尺度得点の各変

数を従属変数として、t 検定を実施した。

この結果、GAF ついて仲介型群のほうが

CR+SE 群より有意に得点が高かった。

このほかの変数については、有意差はな

かった（表 1）。 

 

3) 認知機能リハビリテーションと援助付き

雇用の組み合わせによる支援と仲介型就労支

援の比較 

図 1 にある評価スケジュールのうち、各群

とも研究開始から 12 ヶ月までのデータ（ベー

スライン時、4 ヶ月時、12 ヶ月時の 3 時点に

おけるデータ）を用い、以下の分析を実施し

た。なお以下の分析では、ベースライン時に

有意差のあった GAF 得点を共変量として投

入した（GAF そのものの分析を除く）。 

(1) 症状・機能評価 

①PANSS：群と時期を独立変数、PANSS

の陽性症状得点、陰性症状得点、総合精

神病理得点、合計得点の各変数を従属変

数、ベースライン時の GAF 得点を共変

量として繰り返しのある二元配置共分散

分析を実施したこの結果、いずれの変数

についても交互作用に有意差はなかった

（図 3-6）。 

②GAF：群と時期を独立変数、GAF 得点を

従属変数として繰り返しのある二元配置

分散分析を実施した。この結果、交互作

用に有意差が見られた（交互作用

F=6.569，p<.01）。さらに単純主効果の

検討を行ったところ、群の単純主効果で

はCR+SE群の12ヶ月時がベースライン

時および 4 ヶ月時と比べてそれぞれ有意

に得点が高く（ベースライン時 vs12 ヶ月

時：p<.001；4 ヶ月時 vs12 ヶ月時：p<.05）、

時期の単純主効果ではベースライン時と

4 ヶ月時で CR+SE 群が仲介型群よりも

有意に得点が低かった。その他の時点で

は有意差はなかった（いずれも p<.05；

図 7）。 

③LASMI：群と時期を独立変数、LASMI

の対人関係領域と労働領域の各変数を従

属変数、ベースライン時の GAF 得点を

共変量として繰り返しのある二元配置共

分散分析を実施したこの結果、いずれの

変数についても交互作用に有意差はなか

った（図 8，9）。 

(2)認知機能評価 

BACS-J：群と時期を独立変数、BACS の

各下位領域の z 得点および Composite Score

得点を従属変数、ベースライン時の GAF 得点

を共変量としてとして繰り返しのある二元配

置共分散分析を実施した。この結果、言語性

記憶、作業記憶、文字流暢性、符号の各課題
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と Composite Score 得点について交互作用に

有意差が見られた（言語性記憶：F=4.674，

p<.05，作業記憶：F=3.971，p<.05，文字流

暢性：F=6.240，p<.01，符号課題：F=6.771，

p<.01，Composite Score：F=6.753，p<.01）。

さらに各変数について以下のように単純主効

果の検討を行った。 

a 言語性記憶課題：群の単純主効果では

CR+SE 群の 4 ヶ月時と 12 ヶ月時において

ベースライン時よりも有意に得点が高く

（いずれも p<.001）、仲介型群の 12 ヶ月時

においてベースライン時よりも得点が高く

有意傾向であった（p<.10）。時期の単純主

効果では 4ヶ月時と 12ヶ月時でCR+SE群

が仲介型群よりも得点が有意に高かった

（いずれも p<.05）。これ以外の時点間、群

間に有意差はなかった（図 10）。 

ｂ言語性記憶課題：群の単純主効果では

CR+SE 群の 4 ヶ月時と 12 ヶ月時において

ベースライン時よりも有意に得点が高かっ

た（4 ヶ月時：p<.05；12 ヶ月時 p<.01）。

時期の単純主効果では4ヶ月時と12ヶ月時

で CR+SE 群が仲介型群よりも得点が有意

に高かった（4 ヶ月時：p<.05；12 ヶ月時

p<.01）。これ以外の時点間、群間に有意差

はなかっ群の単純主効果では CR+SE 群の

4ヶ月時と 12ヶ月時においてベースライン

時よりも有意に得点が高かった（いずれも

p<.001）。時期の単純主効果では 12 ヶ月時

で CR+SE 群が仲介型群よりも得点が有意

に高かった（p<.05）。これ以外の時点間、

群間に有意差はなかった（図 13）。 

ｄ符号課題：群の単純主効果では CR+SE 群

の4ヶ月時と12ヶ月時においてベースライ

ン時よりも有意に得点が高かった（いずれ

も p<.001）。時期の単純主効果では 4 ヶ月

時と12ヶ月時でCR+SE群が仲介型群より

も得点が有意に高かった（いずれも p<.01）。

これ以外の時点間、群間に有意差はなかっ

た（図 13）。 

e Composite Score：群の単純主効果では

CR+SE 群の 4 ヶ月時と 12 ヶ月時において

ベースライン時よりも有意に得点が高く

（いずれも p<.001）、また 12 ヶ月時のほう

が 4 ヶ月時によりも有意に得点が高かった

（p<.05）。仲介型群でも 4 ヶ月時と 12 ヶ

月時においてベースライン時よりも有意に

得点が高かった（いずれも p<.05）。時期の

単純主効果では 4 ヶ月時と 12 ヶ月時で

CR+SE 群が仲介型群よりも得点が有意に

高かった（4ヶ月時：p<.05；12ヶ月時p<.01）。

これ以外の時点間、群間に有意差はなかっ

た（図 17）。 

上記に述べた課題以外では交互作用に有意差

はなかった（図 12、14、16）。 

(3)作業課題 

ワークサンプル幕張版：群と時期を独立変

数、ワークサンプル幕張版の「数値チェック」

および「ナプキン折り」の各課題の正答数を

従属変数、ベースライン時の GAF 得点を共変

量としてとして繰り返しのある二元配置共分

散分析を実施した。この結果、「ナプキン折り」

課題の正答数について交互作用に有意差が見

られた（F=6.272，p<.01）。さらに単純主効

果の検討を行ったところ、群の単純主効果で

はCR+SE群の 4ヶ月時と 12ヶ月時において

ベースライン時より有意に得点が高く（4 ヶ

月時：p<.01；12 ヶ月時 p<.05）、時期の単純

主効果ではベースライン時と 4 ヶ月時で

CR+SE 群が仲介型群よりも有意に得点が高

かった（4 ヶ月時：p<.01；12 ヶ月時 p<.05）。

その他の時点では有意差はなかった（図 18、

19）。 

(4)就労関連指標 

①就労率 

 分析対象となった 94 名のうち、就労の有

無が追跡できなかった 1 名を除く 93 名

について群と就労の有無について 2×2 の

χ2 検定を実施した。この結果、CR+SE

群は仲介型群に比べて就労したものが有

意に多かった（χ2=15.027，p<.001 表 3）。 

②離職率 

①の分析で就労ありとされた 41 名につ

いて群と離職の有無について 2×2 の χ2
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検定を実施した。この結果、有意差はな

かった（表 4）。 

③就労回数、合計就労期間、合計就労日数 

分析対象となった 94 名のうち、就労の

有無が追跡できなかった 1 名を除く 93

名について群を独立変数、就労回数、合

計就労期間、合計就労日数の各変数を従

属変数として t 検定を行った。この結果、

いずれの変数ついても CR+SE 群のほう

が仲介型群よりも有意に多かった（就労

回数：t=-2.042 p<.05、合計就労期間：

t=-2.738 p<.01、合計就労日数：t=-2.389 

p<.05、表 5）。 

④離職回数 

①の分析で就労ありとされた 41 名につ

いて群を独立変数、離職回数を従属変数

として t 検定を実施した。この結果、有

意差はなかった（表 6）。 

Ⅱ．支援サイト別の検討 

1) 支援サイト間の等質性の検討 

(1)性別および診断：支援サイトと性別およ

び診断についてそれぞれ 3（サイト）×2

（男性・女性）および 3（サイト）×3（統

合失調症、うつ病圏、双極性障害）の χ2

検定を実施した。この結果、群間に有意

差はなかった（表 7）。 

(2)年齢・罹病期間（年）・累積入院期間

（月）：サイトを独立変数、年齢・罹病期

間（年）・累積入院期間（月）の各変数を

従属変数として、一元配置分散分析を実

施した。この結果、PANSS 合計得点につ

いてサイト間の平均値に有意差がみられ

た。シェフェ法による多重比較を実施し

たところ、「医療機関に就労支援員を配 

置」する支援タイプである小平・ひだサ

イトが、「就労支援機関に生活支援員を配

置」する支援タイプである国府台・仙台

サイトと比べて得点が有意に高かった。

また就労もしくは求職活動に対する動機

づけ尺度の得点についてもサイト間の平

均値に有意差がみられた。シェフェ法に

よる多重比較を実施したところ、「医療機

関に就労支援員を配置」する支援タイプ

である小平・ひだサイトが他の 2 つの支

援タイプと比べて得点が有意に高かった。

（表 7）。 

2) 就労関連指標 

(1)就労率 

 分析対象となった 94 名のうち、就労の有

無が追跡できなかった 1 名を除く 93 名

について支援タイプと就労の有無につい

て 3×2 のクロス集計表を作成した。この

結果、「就労支援機関に生活支援員を配 

置」する支援タイプである国府台・仙台

サイトでは CR+SE 群に振り分けられた

対象者がすべて就労していることが明ら

かとなった（表 8）。 

(2)離職率 

 (1)の分析で就労ありとされた 41 名につ

いて支援タイプと離職の有無について

3×2 のクロス集計表を作成した。この結

果、「医療機関に就労支援員を配置」する

支援タイプである小平・ひだサイトの仲

介型群で離職したものの割合が 80％と

やや高い印象であった（表 9）。 

(3)就労回数、合計就労期間、合計就労日数 

分析対象となった 94 名のうち、就労の

有無が追跡できなかった 1 名を除く 93

名について支援タイプ別に就労回数、合

計就労期間、合計就労日数の平均値と標

準偏差を算出した。この結果、3 つの変

数すべてにおいて「就労支援機関に生活

支援員を配置」する支援タイプである国

府台・仙台サイトと「医療機関に就労支

援員を配置」する支援タイプである小

平・ひだサイトが「医療機関と就労支援

機関が緊密な連携を実施」する支援タイ

プである帝京・長岡サイトより回数が多

く、日数が長い印象であった（表 10）。 

(4)離職回数 

 (1)の分析で就労ありとされた 41 名につ

いて支援タイプと離職の有無について

3×2 のクロス集計表を作成した。この結

果、「医療機関に就労支援員を配置」する
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支援タイプである小平・ひだサイトでは

他の 2 つのサイトを比べて CR+SE 群も

仲介型群も平均離職回数が多い印象であ

った。（表 11）。 

 

Ｄ．考察 

1) 群間の等質性の検討 

群間の比較では GAF 得点について仲介型

群のほうが CR+SE 群より有意に得点が高か

ったものの年齢他、その他の変数について有

意な差はなかったことから、無作為割付に群

分けは概ね成功したと考えらえる。 

2) 認知機能リハビリテーションと援助付き

雇用の組み合わせによる支援と仲介型就労支

援の比較 

(1)群別の検討 

 本研究の主たる目的は認知機能リハビリテ

ーションと援助付き雇用を一体の新たな支援

をとらえ、仲介型の就労支援を比較すること

で新たな支援の有効性を検討することであっ

た。 

臨床関連指標について各評価測度の得点に

ついてベースライン時、4 ヶ月時、12 ヶ月時

の推移を群別に検討したところ、GAF 得点、

BACS の言語性記憶、作業記憶、文字流暢性、

符号課題および総合得点について交互作用に

有意差がみられた。これらの変数の 3 時点の

推移について群ごとにみると CR+SE 群では

認知機能リハビリテーション（CR）を受けた

前後であるベースライン時と 4 ヶ月後で仲介

型群と比べて有意に得点が改善しており、12

ヶ月後でもその改善が維持されているかさら

に得点が改善していた。また時点ごとの比較

ではまず GAF 得点についてはベースライン

時と 4 ヶ月時で仲介型群が CR+SE 群と比べ

て有意に得点が高かったが、12 ヶ月後時点で

は CR+SE 群の得点の上昇によって両群の有

意差がなくなった。次に BACS の各下位領域

の得点については 4 ヶ月後時点では言語性記

憶、作業記憶、符号課題および総合得点で、

また 12 ヶ月後点では BACS の言語性記憶、

作業記憶、文字流暢性、符号課題および総合

得点で CR+SE 群は仲介型群と比べて有意に

得点が高かった。以上のことから、CR+SE 群

は CR によって認知機能の多くの下位領域と

全般的な認知機能が改善し、なおかつ CR が

終了後もその改善が維持されていたことが示

唆された。認知機能の改善によって対象者の

生活に良い変化がもたらされ、これが全般的

機能の評価である GAF 得点の上昇につなが

ったと考えられる。精神症状については両群

とも 3 時点で大きな変化はなく、CR や就労

支援の精神症状に対する影響は見られなかっ

た。これは先行研究の知見とも一致するもの

である。 

このような臨床関連指標の変化に加えて群

間の就労関連指標には大きな差が見られた。

就労率について CR+SE 群は仲介型群と比べ

て有意に多い対象者が就労して、全体の

63.8％が就労していた。CR+SE 群は研究開始

から 3-4 ヶ月間は CR と就労準備活動のみを

行い、地域における求職活動はしないことが

プロトコルで定められていたことから、実質

的には 8-9 ヶ月間の間に上記の就労率を達成

したことになる。日本における援助付き雇用

に関する先行研究である西尾ら（2008）の報

告 に よ れ ば Individual Placement and 

Support（IPS）による就労支援を受けた介入

群の 2年 7ヶ月間の就労率は 43％ほどであっ

た 20)。この研究では対象者が Assertive 

Community Treatment （ACT）の利用者で

あり、本研究の対象者よりも重症なものであ

ったことから単純な比較は難しいが、厳密に

フィデリティが定義されている IPS モデルの

就労支援と比べても本研究において実践され

た援助付き雇用モデルによる就労支援は遜色

なく機能したことが推察された。加えて、就

労したものの就労回数、雇用契約を結んでい

た期間である合計就労期間、実際に働いた日

数である合計就労日数のいずれも CR+SE 群

は仲介型群と比べて多く、また長かった。さ

らに両群の就労したものについて離職回数を

検討すると、両群間に有意差はなかった。こ

れらのことから、本研究で実施された認知機
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能リハビリテーションと援助付き雇用の組み

合わせによる就労支援は重い精神障害をもつ

人の就労とその維持に対して効果的であるこ

とが示唆された。 

(2)支援サイト別の検討 

 本研究を遂行する過程で 6 つの研究協力機

関はその支援体制から 3 つの支援タイプに分

類することが可能であった。 

 この支援タイプ別にベースライン時の対象

者の臨床像と就労関連指標の結果を整理した

結果、ベースライン時においては、「医療機関

に就労支援員を配置」する支援タイプである

小平・ひだサイトにおいて PANSS の合計得

点が高く、動機づけ尺度の得点も高かった。

このことから小平・ひだサイトでは就労に対

する動機づけは高いものの精神症状が悪い対

象者が多く、他サイトと比べて就労率等の就

労関連指標において成果が上げづらいことが

予想された。 

1 年後の就労関連指標をみると、CR+SE 群

の就労率がもっともよかった支援タイプは、

「就労支援機関に生活支援員を配置」する支

援タイプである国府台・仙台サイトであり、

その就労率は 100％であった。次いで就労率

がよかったのはベースライン時では苦戦が予

想された小平・ひだサイトであり CR+SE 群

の就労率は 50％であった。従来の就労支援体

制の枠組みを活用し、より強固な連携をめざ

した「医療機関と就労支援機関が緊密な連携

を実施」する支援タイプであった帝京・長岡

における CR+SE 群の就労率は 35.7％であっ

た。また就労回数、合計就労期間、合計就労

回数についても国府台・仙台サイトがもっと

も多いか長く、次いで小平・ひだサイト、帝

京・長岡サイトの順であった。離職回数につ

いては、支援タイプ別にみると分析対象が非

常に少なく平均値をとる意味あいはあまりな

いと思われたが、参考値として示す。 

支援タイプ別の就労関連指標については、3

要因の分析（例えば 3 支援タイプ×2 群×就労

の有無）となるにも関わらず、対象者を分析

することで独立変数の各水準に当てはまる対

象者数が少なくなり検定力が落ちることから

検定は実施していない。このため、現時点で

は印象の域を出ない。しかし「就労支援機関

に生活支援員を配置」する支援タイプは非常

に有効であり、また「医療機関に就労支援員

を配置」支援タイプがそれに準じる結果であ

ったことから、1 つの機関内に就労支援専門

員と生活支援員の両方が所属することは重い

精神障害をもつ人の就労支援を実施する際に

重要であると考えられた。Cook ら（2005）

は Employment Intervention 

Demonstration Pprogram Measure を示し、

精神障害者に対するより良い就労支援のため

に「精神保健サービスと就労サービスの両ス

タッフは、同一建物内で勤務」「両サービス

（注：精神保健サービスと就労サービス）は

同一の機関によって提供」といった事柄を推

奨している 21)。本研究はこうした指摘が当て

はまる結果となった。一方で「医療機関と就

労支援機関が緊密な連携を実施」する支援タ

イプでも CR+SE 群で 35％程度の就労率が示

された。例えば厚生労働省による「身体障害

者、知的障害者及び精神障害者就業実態調査」

によれば精神障害者の就労率は 17.3％とされ

ており 22)、この数値に比べると上記支援タイ

プで得られた就労率は高いものを言える。本

研究では医療支援、就労支援、生活支援の統

合を目指して研究費を用いて支援体制を整え、

上述のような結果を得ることができた。今後、

研究班としてはこの成果を踏まえて、現行の

精神保健医療福祉システムに変化を促してい

く予定である。しかし現時点でも例えば大き

な予算はないが、これから就労支援に取り組

みたいと考えている医療機関に対して、帝

京・長岡サイトの実践を伝えることは有効な

就労支援を普及する第一歩として有用と考え

られた。 

 

Ｅ．結論 

 重症の精神障害をもつ人に対して認知機能

リハビリテーションと援助付き雇用の組み合

わせによる支援の効果検討研究の結果につい
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て報告した。 

 考察で述べたように、認知機能リハビリテ

ーションと援助付き雇用の組み合わせによる

支援は重い精神障害をもつ人の認知機能を改

善し、その後の就労と就労の維持に有効であ

ることが示された。平成 30 年 4 月には精神障

害者の雇用義務化も予定される中、本研究の

結果は多くの医療機関や支援機関の実践に役

立つ情報を提供できると考えられる。 

今後は研究班による活動から得られた知見

をまとめ、全国に普及可能な「『日本版援助付

き雇用モデル』のガイドラインを作成し、認

知機能リハビリテーションや援助付き雇用の

普及を行っていく予定である。 

 

Ｆ．健康危険情報 なし 
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年齢

罹病期間（年）

累積入院期間（月）

PANSS合計得点

GAF得点

LASMI対人関係

LASMI労働

JART（病前知能）

過去１年間の就労日数

就労もしくは求職活動に対する動機づけ

男性/女性

統合失調症/大うつ病/双極性障害

1)CR+SE群47名、仲介型のみ群46名
2)CR+SE群41名、仲介型のみ群42名（HAM-Dで評価したものを除いたため）
3)CR+SE群46名、仲介型のみ群46名

(n=94)

 対象者のフローチャート

 群別にみるベースライン時データ

罹病期間（年）1)

累積入院期間（月）

PANSS合計得点2)

GAF得点

LASMI対人関係

LASMI労働

JART（病前知能）

過去１年間の就労日数

就労もしくは求職活動に対する動機づけ

男性/女性

統合失調症/大うつ病/双極性障害

1)CR+SE群47名、仲介型のみ群46名
2)CR+SE群41名、仲介型のみ群42名（HAM-Dで評価したものを除いたため）
3)CR+SE群46名、仲介型のみ群46名

(n=94)

対象者のフローチャート

群別にみるベースライン時データ

累積入院期間（月）1)

過去１年間の就労日数3)

就労もしくは求職活動に対する動機づけ

統合失調症/大うつ病/双極性障害

1)CR+SE群47名、仲介型のみ群46名
2)CR+SE群41名、仲介型のみ群42名（HAM-Dで評価したものを除いたため）
3)CR+SE群46名、仲介型のみ群46名

対象者のフローチャート 

群別にみるベースライン時データ

就労もしくは求職活動に対する動機づけ

統合失調症/大うつ病/双極性障害

1)CR+SE群47名、仲介型のみ群46名
2)CR+SE群41名、仲介型のみ群42名（HAM-Dで評価したものを除いたため）
3)CR+SE群46名、仲介型のみ群46名
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群別にみるベースライン時データ 

平均値 （SD）

34.83

10.76

5.38

61.78

49.75

14.83

13.28

104.15

63.83 (111.90)

3.39

2)CR+SE群41名、仲介型のみ群42名（HAM-Dで評価したものを除いたため）

(n = 47)

28/19

39/5/3

CR+SE群

（SD） 平均値

(6.96)

(7.76)

(10.53)

(17.53)

(8.01)

(8.55)

(6.27)

(10.52) 101.16

(111.90)

(0.89)

2)CR+SE群41名、仲介型のみ群42名（HAM-Dで評価したものを除いたため）

(n = 47)

39/5/3

CR+SE群

平均値 （SD）

34.49 (6.84)

11.29 (6.09)

3.97 (8.55)

58.49 (15.35)

54.43 (11.23)

14.60 (7.36)

14.32 (5.30)

101.16 (9.29)

47.20 (89.88)

3.71 (0.99)

2)CR+SE群41名、仲介型のみ群42名（HAM-Dで評価したものを除いたため）

(n = 47)
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仲介型のみ群

（SD）

(6.84)
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(8.55)
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(7.36)

(5.30)

(9.29)

(89.88)

(0.99)

t検定/
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p値
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36.2

100.0

CR+SE群 仲介型のみ群

％ 度数

33.3

66.7

100.0

CR+SE群 仲介型のみ群
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ヶ月後、12 ヶ月

群別にみる就労者数および就労率（χ

群別にみる離職者数および離職率 

度数 ％

11 23.9

35 76.1

46 100.0

仲介型のみ群

度数 ％

7 63.6

4 36.4

11 100.0

仲介型のみ群

ヶ月後のワークサンプル幕張版「ナプキ

χ2=15.027，

％ 度数

23.9 41

76.1 52

100.0 93

合計仲介型のみ群

％ 度数

63.6 17

36.4 24

100.0 41

仲介型のみ群 合計

後のワークサンプル幕張版「ナプキ

，p<.001） 

 

 

％

41 44.1

52 55.9

93 100.0

合計

％

17 41.5

24 58.5

41 100.0

合計

後のワークサンプル幕張版「ナプキ

 

 

 

後のワークサンプル幕張版「ナプキ
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表 5 群別にみる就労回数、合計就労期間および合計就労日数 

 

 

 

 

表 6 群別にみる離職回数 

 

 

 

 

表 7 支援タイプ別にみるベースライン時データ 

 
 

平均値 (SD) 平均値 (SD)

就労回数 0.79 (0.86) 0.41 (0.91) -2.042 *

合計就労期間 82.23 (88.28) 33.63 (82.87) -2.738 **

合計就労日数 48.43 (52.98) 21.65 (55.05) -2.389 *

t値（n=93）
CR+SE群（n=47） 仲介型のみ群(n=46)

平均値 (SD) 平均値 (SD)

離職回数 1.40 (0.966) 2.00 (1.155) 1.164

CR+SE群 仲介型のみ群
t値（n=17）

平均値 （SD） 平均値 （SD） 平均値 （SD）

年齢 35.26 7.471 33.82 6.267 35.00 7.041 n.s.

罹病期間（年）1) 10.56 7.365 11.16 6.283 11.21 7.356 n.s.

累積入院期間（月）1) 5.70 10.222 3.92 9.506 4.66 9.349 n.s.

PANSS合計得点2) 58.91 14.960 65.60 17.653 55.19 15.087 0.0434)

GAF得点 49.26 9.293 52.70 11.414 53.74 8.757 n.s.

LASMI対人関係 15.44 8.050 14.36 9.134 14.47 6.698 n.s.

LASMI労働 14.19 6.115 13.52 6.325 13.76 5.135 n.s.

JART（病前知能） 102.37 9.747 103.77 9.922 101.79 10.412 n.s.

過去１年間の就労日数3) 32.07 66.742 80.75 127.270 50.21 93.422 n.s.

就労もしくは求職活動
に対する動機づけ

3.03 0.468 4.17 1.002 3.35 0.876 0.0005)

男性/女性 n.s.

統合失調症/大うつ病/双極性障害 n.s.

1)帝京・長岡26名、小平・ひだ33名、国府台・仙台34名
2)帝京・長岡22名、小平・ひだ30名、国府台・仙台31名（HAM-Dで評価したものを除いたため）
3)帝京・長岡27名、小平・ひだ32名、国府台・仙台33名
4)小平・ひだ>国府台・仙台
5)小平・ひだ>帝京・長岡、国府台・仙台

14/13 23/10

22/2/3 30/2/1

帝京・長岡 小平・ひだ

(n = 27) (n = 33)(n=94)

29/3/2

F検定/
χ2検定

p値

国府台・仙台

(n = 34)

21/13



- 125 - 
 

 

表 8 支援タイプ別にみる就労者数および就労率 

 

 

 

 

表 9 支援タイプ別にみる離職者数および離職率 

 

 

 

 

表 10 支援タイプ別にみる就労回数、合計就労期間および合計就労日数 

 
 

 

 

表 11 支援タイプ別にみる離職回数 

 

 
 
 

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

就労あり 5 35.7 2 15.4 8 50.0 5 29.4 17 100.0 4 25.0

就労なし 9 64.3 11 84.6 8 50.0 12 70.6 0 0.0 12 75.0

(n=16)

仲介型のみ群

(n=17)

CR+SE群

帝京・長岡（n=27） 小平・ひだ(n=33)

(n=17)

仲介型のみ群

(n=16)
（n=93）

国府台・仙台(n=33)

CR+SE群

（n=14）

仲介型のみ群

(n=13)

CR+SE群

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

離職あり 2 40.0 1 50.00 2 25.00 4 80.00 6 35.3 2 50.0

離職なし 3 60.0 1 50.00 6 75.00 1 20.00 11 64.7 2 50.0

（n=41）

帝京・長岡（n=7） 小平・ひだ(n=13) 国府台・仙台(n=21)

CR+SE群 仲介型のみ群 CR+SE群 仲介型のみ群 CR+SE群 仲介型のみ群

（n=5） (n=2) (n=8) (n=5) (n=17) (n=4)

平均値 (SD) 平均値 (SD) 平均値 (SD) 平均値 (SD) 平均値 (SD) 平均値 (SD)

就労回数 0.43 (0.65) 0.31 (0.63) 0.81 (1.28) 0.71 (1.31) 1.06 (0.24) 0.19 (0.40)

合計就労期間 44.64 (81.11) 27.85 (99.80) 92.75 (105.04) 42.41 (79.13) 103.29 (69.97) 29.00 (76.28)

合計就労日数 27.71 (50.81) 20.00 (71.21) 57.13 (62.68) 26.24 (50.38) 57.29 (41.90) 18.13 (47.83)

（n=93）

帝京・長岡（n=27） 小平・ひだ(n=33) 国府台・仙台(n=33)

CR+SE群 仲介型のみ群 CR+SE群 仲介型のみ群 CR+SE群 仲介型のみ群

（n=14） (n=13) (n=16) (n=17) (n=17) (n=16)

平均値 (SD) 平均値 (SD) 平均値 (SD) 平均値 (SD) 平均値 (SD) 平均値 (SD)

離職回数 1.00 (0.00) 2.00 - 2.50 (2.12) 2.50 (1.29) 1.17 (0.41) 1.00 (0.00)

(n=2)
（n=17）

帝京・長岡（n=3） 小平・ひだ(n=6) 国府台・仙台(n=8)

CR+SE群 仲介型のみ群 CR+SE群 仲介型のみ群 CR+SE群 仲介型のみ群

（n=2） (n=1) (n=2) (n=4) (n=6)


